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^ 地方公共団体におけるホームレス対策の推進
地域ごとのホームレスの数の違い等、ホームレス問題は地方公共団体ごとにその状況が大き
く異なっており、このような地域の状況を踏まえた施策の推進が必要である。具体的には、ホー
ムレスが多い市町村においては、２の取組方針に掲げる施策のうち地域の実情に応じて必要な
ものを積極的かつ総合的に実施し、また、ホームレスが少ない市町村においては、２の取組方
針を参考としつつ、３の取組方針を踏まえ、広域的な施策の実施や既存施策の活用等により対
応する。一方、国は、２の取組方針に掲げる施策に積極的に取り組むとともに、地域の実情を
踏まえつつ、ホームレスが少ない地方公共団体も積極的にホームレス対策に取り組めるよう、
その事業の推進に努める。

２ 各課題に対する取組方針
\ ホームレスの就業の機会の確保について
ホームレスの就業による自立を図るためには、ホームレス自らの意思による自立を基本とし
て、ホームレスの個々の就業ニーズや職業能力に応じた対策を講じ、就業の機会の確保を図る
ことにより、安定した雇用の場の確保に努めることが重要である。
このため、就業による自立の意思があるホームレスに対して、国及び地方公共団体は、以下
のとおり、ホームレスの自立の支援等を行っている民間団体との連携を図り、求人の確保や職
業相談の実施、職業能力開発の支援等を行うとともに、地域の実情に応じた施策を講じていく
ことが必要である。
ア ホームレスの雇用の促進を図るためには、ホームレスに関する問題について事業主等の理
解を深める必要があり、事業主等に対する啓発活動を行う。
イ ホームレスの就業の機会を確保するためには、ホームレスの個々の就業ニーズや職業能力
に応じた求人開拓や求人情報の収集等が重要であることから、ホームレスの就職に結びつく
可能性の高い職種の求人開拓やインターネット等を活用した求人情報等の収集に努め、民間
団体とも連携を図り、それらの情報についてホームレスへの提供に努める。
ウ ホームレスの就業ニーズを的確にとらえることができるように、自立支援センター等にお
いて、年齢等の特性を踏まえ、キャリアカウンセリングやきめ細かな職業相談等を実施する。
また、ホームレスの就職後の職場への定着を図るため、民間団体との連携を図り、必要に
応じて、職場定着指導等の援助を行う。
エ ホームレスの早期再就職の実現や雇用機会の創出を図るため、事業所での一定期間のトラ
イアル雇用事業の実施により、ホームレスの新たな職場への円滑な適応を促進する。
オ ホームレスの就業の機会を確保するためには、地方公共団体や地域の民間団体等が相互に
密接な連携を図りつつ対策を講じていくことが重要であることから、これらの団体等で構成
される協議会において、就業支援、就業機会確保支援、職場体験講習及び就職支援セミナー
等を総合的に実施する。
カ ホームレスの就業の可能性を高めるためには、求人側のニーズやホームレスの就業ニーズ
等に応じた職業能力の開発及び向上を図ることが重要であることから、技能の習得や資格の
取得等を目的とした技能講習や職業訓練の実施により、ホームレスの職業能力の開発及び向
上を図る。
キ 直ちに常用雇用による自立が困難なホームレスに対しては、国及び地方公共団体において
ＮＰＯ等の民間団体と連携しながら、事業所での軽易な作業等の就労機会の提供を通じて一
般就労に向けた支援付きの就労体験やトレーニングを行う中間的就労（以下単に「中間的就
労」という。）の場や多種多様な職種の開拓等に関する情報収集及び情報提供等を行う。
ク ホームレスの就業による自立を支援するためには、ＮＰＯ等の民間団体との連携を図るこ
とも重要であることから、ホームレスに対する求人情報等の提供や技能講習等の実施におい
て連携を図る。

] 安定した居住の場所の確保について
ホームレス対策は、ホームレスが自らの意思で自立して生活できるように支援することが基
本であり、ホームレス自立支援事業を通じて就労の機会が確保されること等により、地域社会
の中で自立した日常生活を営むことが可能となったホームレスに対して、住居への入居の支援
等により、安定した居住の場所を確保することが必要である。
このため、国、地方公共団体及び民間団体等が連携した上で、以下のとおり、地域の実情を
踏まえつつ、公営住宅及び民間賃貸住宅を通じた施策を講ずることが重要である。
ア 高齢層の単身者が多いホームレスの実態にかんがみ、ホームレス自立支援事業等を通じて
就労の機会が確保される等、自立した日常生活を営むことが可能と認められるホームレスに
対しては、地域の住宅事情等を踏まえつつ、公営住宅の事業主体である地方公共団体におい
て、優先入居の制度の活用等に配慮する。また、地方公共団体において、住宅確保要配慮者
に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）第10条第１項に規定
する居住支援協議会の枠組みも活用しつつ、民間賃貸住宅に関わる団体と自立支援センター
その他福祉部局との連携を図るよう努める。
イ 民間賃貸住宅に関わる団体に対し、以下の事項を要請する。
Ê 自立した日常生活を営むことが可能と認められるホームレスが、地域における低廉な家
賃の民間賃貸住宅に関する情報を得られるよう、これらの情報のホームレスへの提供につ
いて、自立支援センターその他福祉部局との連携を図ること。

Ë ホームレスの大半が家族・親族との連絡が途絶えている実情にかんがみ、民間賃貸住宅
への入居に際して必要となる保証人が確保されない場合において、民間の保証会社等に関
する情報の提供について、自立支援センターその他福祉部局との連携を図ること。

Ì 各会員に対する研修等の場において、法の趣旨等を周知すること。
^ 保健及び医療の確保について
ホームレスに対する保健医療の確保については、個々のホームレスのニーズに応じた健康相
談、保健指導等による健康対策や結核検診等の医療対策を推進していくとともに、ホームレス
の衛生状況を改善していく必要がある。このため、都道府県と市町村が連携し、ホームレスの
健康状態の把握や清潔な衛生状態の保持に努めるとともに、疾病の予防、検査、治療等が包括
的にできる保健医療及び福祉の連携・協力体制を強化することが重要である。
また、ホームレスについては、野宿という過酷な生活により結核を発症する者も少なくない。
結核のり患率の高い地域等、特に対策を必要とする地域において、保健所、医療機関、福祉事
務所等が密接な連携を図り、以下のような効果的な対策を行うことが必要である。
ア ホームレスの健康対策の推進を図るため、保健所において窓口や巡回による健康相談、保
健指導等を行う等、個々のニーズに応じた保健サービスが提供できる相談及び指導体制を整
備し、必要な人材を確保する。
イ 保健所は、健康に不安を抱えるホームレスの疾病の早期発見に努めるため、健康相談等を
積極的に実施し、医療の必要があると思われるホームレスが、適切な医療を受けられるよう、
福祉事務所等と密接な連携を図りながら医療機関への受診につなげる。さらに、このような
者について継続的な相談及び支援を実施する。
ウ 特に、結核にり患しているホームレスについては、服薬や医療の中断等の不完全な治療に
よる結核再発や薬剤耐性化を防ぐため、訪問による服薬対面指導等を実施する。
エ ホームレスに対する医療の確保を図るため、医師法（昭和23年法律第201号）第19条第１
項及び歯科医師法（昭和23年法律第202号）第19条第１項に規定する医師及び歯科医師の診
療に応ずる義務について改めて周知に努め、また、無料低額診療事業（社会福祉法（昭和26

年法律第45号）第２条第３項第９号の無料低額診療事業をいう。以下同じ。）を行う施設の積
極的な活用を図るとともに、病気等により急迫した状態にある者及び要保護者が医療機関に
緊急搬送された場合については、生活保護の適用を行う。
オ 保健所は、ホームレスに対する保健医療サービスの充実が図られるよう、医療機関、福祉
事務所、民間団体、地域住民等と連携・協力し、ホームレスが自ら健康づくりを行えるよう
支援する。
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